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今週のキーワード 主 な 内 容 （ 全 194ペ ー ジ ） 1.総 括  2.調 査 結 果  PART１ 「 採 用 」 ： 新

卒 採 用 ／ 中 途 採 用  PART２「 育 成 」：新 入 社 員 の 育 成・定 着 率・離 職

理 由 ／ ミ ド ル マ ネ ジ ャ ー 育 成  PART３「 雇 用 に 関 す る 法 改 正 」 PART

４ 「 職 場 環 境 」 ： 女 性 管 理 職 ／ ワ ー ク ラ イ フ バ ラ ン ス ／ 育 児 休 業 ／

介 護 休 業 ／ メ ン タ ル ヘ ル ス 。 「 そ の 役 割 を 果 た す た め に 自 社 の 現 況

を 把 握 す る と と も に 、 他 社 の 状 況 や 施 策 を 参 考 に す る こ と も 必 要 で

は な い で し ょ う か 」 と ア ド バ イ ス 。 価 格 2,360円 （ 税 送 料 込 ）  

『日本の人事部 
人事白書 2014』 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

３割を下回る贈与税改正の認知度     
相続財産を受け取る可能性は45％ 

 

来年１月から相続税は基礎控除が大きく引き下

げられるなど課税が強化される一方、贈与税は、20

歳以上の者が父母や祖父母など直系尊属から贈与

により取得した財産に係る贈与税率が引き下げら

れるなど課税が緩和される。 

信託協会が、40歳以上の子供がいる既婚者を対象

に５月に実施した「相続に関する意識調査」結果（有

効回答数3927人）によると、相続財産を「受け取る

可能性がある」人は全体の45.2％と半数に近くを占

めた。ただし、「受け取る可能性がある」人で、対

策を「してもらっている」人は19.9％と２割にとど

まる。具体的な相続対策は、「生前における定期

的・計画的な贈与」が62.4％、「生命保険の活用」

（25.7％）、「遺言書の作成」（25.5％）などが続

いた。相続対策をしてもらっている人は２割にとど

まるが、「受け取る可能性がある」人の50.9％は「相

続対策の必要性を感じている」と回答。必要な対策

として43.3％が「遺言書の作成」を挙げ、具体的な

対策として挙げていた「遺言書の作成」（25.5％）

と比べて割合が高い。 

2015年１月から課税強化される「相続税改正」を

「知っている」との回答は50.9％と約５割だったの

に対し、課税が緩和される「贈与税改正」の認知度

は27.3％と３割を下回った。他方、昨年４月から開

始（2015年12月31日までの３年間の措置）されてい

る「教育資金贈与税非課税制度」については、「知

っていた」との回答が56.3％と最も多かった。 

人事が抱える注目度の高い課題を編集  
『日本の人事部』が初の『人事白書』 
 

メルマガ『日本の人事部』等を運営する、ネッ

トベンチャーの（株）アイキュー（東京都港区）

が全国60,000社の『日本の人事部』会員に向け大

規模なアンケートを実施。のべ3,000社からの貴

重な回答を元に『日本の人事部 人事白書 2014』

を発表、発刊した。厚労省や文科省、日本経団連

を頂点とするヒト・就職・採用・教育・法律情報

は、民間のリクート、マイナビや公益の日商、日

本生産性本部等に枝分かれして長年、三角形で住

みわけてきた。しかしIT時代は特定の既存団体の

寡占時代でなく、『日本の人事部』のような独立

系の新鮮さが新たな市場を生んできた。同社は

「近年の人事部門は、従来の管理部門という位置

づけから脱却し、戦略的人事、経営のパートナー、

変革のリーダーとしての役割が求められている」

として昨年、全国の企業が抱える課題や施策など

について幅広く調査し、『日本の人事部 人事実

態調査』として発表。さらに今年、前回の人事実

態調査で人事が抱える課題として注目度の高か

ったテーマに焦点をあて、初の人事白書をまとめ

た。 

「ブラック企業」を例に一部内容を紹介しよ

う。＜「対策を講じている」と回答した企業は

17.0％、「対策を講じていない」企業が68.3％と

3社に2社の割合を占めている。対策を講じている

企業では「情報開示」「現場教育」など奇をてら

うことなく、まっとうな対策を行っている＞。 
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発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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